
１　職員の任免及び職員数に関する状況
 (１) 職員採用の状況（平成２２年度）

 (２) 職員退職の状況（平成２２年度）

 (３) 職員数の状況
部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

（注）１　職員数には、市長・副市長を除きます。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

 (４) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
① 定員適正化目標（数・率）

② 定員適正化計画の進捗状況（平成２３年４月１日現在）

（注）　職員数には、市長・副市長・教育長を除きます。
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２　職員の給与の状況
 (１) 人件費の状況（普通会計決算見込み）

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

千円 千円 ％ ％

 (２) 職員給与費の状況（普通会計予算）

　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　給与費は当初予算に計上された額です。

 (３) 職員の平均給与月額、初任給等の状況
① 職員の平均年齢、平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

歳 円

歳 円

② 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

区　　　         分

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (４) 一般行政職の級別職員数等の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）海津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
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 (５) 職員の手当の状況　
① 期末手当・勤勉手当

平成２２年度支給割合

○特定管理職員

○一般職員

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 ・役職加算　　　５％～１５％

② 退職手当（平成２３年４月１日現在）

　勤続２０年 月分

　勤続２５年 月分

　勤続３５年 月分

　最高限度額 月分

その他の加算措置 在級期間に応じた調整額の加算

定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額 千円

（注）　１人当たり平均支給額は、平成２２年度中に退職し退職手当を支給された全職種に係る職員の平均額です。

③ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

19,885

145

26.3

9

5

支給実績（平成２２年度決算見込み）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算見込み）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２２年度決算見込み）

手当の種類（手当数）

うち支給実績のある手当の種類（平成２２年度決算見込み）

同

種類

消防業務

月分

支給率 自己都合

月分

月分

月分

１２月期

特殊車両運転業務

左記職員に対する支給単価

従事した日１日につき3,000円
　　　　（4時間未満は1,500円）

従事した日１日につき3,000円
　　　　（4時間未満は1,500円）

従事した日１日につき1,200円
　　　　　（4時間未満は600円）

従事した日１日につき
　　　　　　　　介護職員700円
　　　　　　その他の職員500円

介護業務

死体取扱作業

ごみ収集に従事した職員

海津苑に勤務する調理師

道路交通法施行規則に定める
大型自動車を職務として運転
する職員

介護保険施設に勤務する職員
で、介護に従事する職員

消防業務に従事した消防吏員

従事した日１日につき300円

従事した日１日につき2,000円
（4時間未満は1,000円）の範囲内

特殊調理師手当

主な支給対象業務

ごみ収集業務

感染症（の疑いのある）
患者の救護・病原体の付
着（の危険がある）物件
の処理作業

17,317

死体取扱手当

感染症防疫作業手当

主な支給対象職員

感染症防疫作業に従事した職
員

死体取扱作業に従事した職員

23.50

海津市

勧奨・定年

計

６月期

２．６０月分

１．３５月分

１．２５月分

計

期末手当

１２月期

47.50

59.28

33.50

国の制度との異同

30.55

59.28

０．９０月分６月期 １．０５月分

59.28

41.34

勤勉手当

千円

勤勉手当

海　　　津　　　市

手当の名称

特殊車両運転手当

廃棄物処理作業手当

介護施設勤務手当

１．１５月分

１．７５月分

０．８５月分

千円

１．３５月分

０．６５月分

０．７０月分

種類

　％

期末手当

２．２０月分

無

勤務１月につき給料月額の100分
の3を超えない範囲内

調理師業務

有

有消防手当

平成22年度
支給有無

無

無

有

無
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④ 地域手当
制度はありません。

⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

⑥その他の手当（平成２３年４月１日現在）

⑦ 特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

 (６) ラスパイレス指数の状況

（注）ラスパイレス指数とは、地方公共団体の一般行政職の給料額（本給）と国の行政職俸給表(一)の適用職員の俸給額（本給）

　　　とを、学歴別、経験年数別にラスパイレス方式により対比させて比較し、算出したもので、国を100とした場合の数値です。

宿日直手当

手　当　名

救急出場業務

管理職手当

105

夜間勤務手当

斎場業務

300,000

副 議 長

350,000議 長

320,000

640,000

議 員

同

救急業務に従事する職員

斎場に勤務する事務又は現業
に従事する職員

管理職員特別勤務手当

区 分

期
末
手
当

　　（年間支給月数）

議 長

副 議 長

市 長

議 員

副 市 長

有

有

給
料

800,000市 長

給料月額等

副 市 長

同

管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、週休日又は祝日法
による休日等若しくは年末年始の休日等に勤務した場合に支給
勤務１回につき8,000円を超えない範囲内
（１回の勤務が６時間超の場合は、１回につき12,000円を超えない範囲内）

通勤手当

同

同

宿日直勤務をした職員に支給
勤務１回につき4,200円（特別養護老人ホームは1回につき4,500円）

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務を命ぜられた職員
1時間当たりの給与額×25/100×時間数

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算見込み）

同

同

内容及び支給単価

①交通機関等利用者
　運賃相当額に応じ月額55,000円まで
②自動車等使用者
　片道2㎞以上の使用者に対して距離に応じ月額2,000円から月額24,500円まで

借家・借間の場合
　月額12,000円を超える家賃負担の職員に対して家賃額に応じ月額27,000円まで

　支給実績（平成２２年度決算見込み）

住居手当

斎場勤務手当

救急出場手当

42,190

報
酬

管理又は監督の地位にある職員のうち、主幹以上の職員及び園長の一部
（H23.4.1から課長補佐への支給を廃止）
職区分により、1種～4種の定額の管理職手当を支給

配偶者は月額13,000円
その他の扶養親族月額6,500円
配偶者のいない職員の被扶養者の内1人目11,000円
16歳から22歳の子には月額5,000円加算

扶養手当

３．９５月分

出場１回につき
　　　　　　　救急救命士520円
　　　　　　その他の隊員330円

平成２２年

89.8

（参考）平成２１年

89.6

同

国の制度
との異同

事務に従事する職員
　　　　　勤務した日１日600円
火葬業務に従事する職員
　　　　　　　　　１体2,000円
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
 (１) 勤務時間（平成２３年４月１日現在）

 (２) 休暇制度（平成２３年４月１日現在）

４　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２２年度）

（注）休職件数には、同一人の休職延長処分も各１件として含まれています。

５　職員の服務の状況（平成２２年度）

育児休業
３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達するまでの期間において育児休業の取得が可能
平成２２年度　育児休業取得者（女性）　　９人　　育児休業取得率（女性）　１００％
　　　　　　　　　　〃　　　（男性）　　０人　　　　　〃　　　（男性）　　　０％

介護休暇

分限処分

内　　容

懲戒処分

種類

降任
免職

休職

戒告
減給
停職
免職

区分

地方公務員法のほか、これに基づく条例、規則、規定に違反したとき
職務上の義務に違反したり、職務を怠ったとき
全体の奉仕者としてふさわしくない非行があったとき

心身の故障のため、長期の療養が必要なとき
刑事事件で起訴されたとき

０件

３件

１週間当たりの勤務時間

勤務時間等区分

１日当たりの勤務時間

休暇名

年次有給休暇

休暇日数等の概要

特別休暇

特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合における休暇
結婚休暇（連続する５日）、産前産後休暇（産前６週間、産後８週間）、夏季休暇（連続する３日）、
ボランティア休暇（５日）、妻の出産休暇（２日）、子の看護休暇（５日または１０日）、短期介護休
暇（５日または１０日）、忌引の休暇（１日～７日）、育児参加のための休暇（５日）など

１２件

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定め
る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると
認められる場合における休暇
平成２２年度介護休暇取得者　０人

病気休暇

件数

勤務成績が良好でないとき
心身の故障のため、職務の遂行に支障があったりこれに堪えられないとき
上記のほかその職に必要な適格性を欠くとき
廃職又は過員を生じたとき

職員の守るべき義務
法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、
職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限

区分

職務専念義務の免除

許可人数

９３人

主な許可内容

各種団体事務局等

職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最小限の期間（原則として連続して９０日以内）

１年につき２０日間（翌年に限り２０日を限度として繰越可）
年の途中に採用された者は採用月に応じて付与する
平成２２年平均取得日数（一般職員）　　９．４日

月～金曜日　午前８時３０分から午後５時１５分
休憩時間（午後０時～午後１時）を除き、７時間４５分勤務
※ただし、出先機関については、施設により交代勤務等を実施しています。

３８時間４５分

統計調査員等営利企業等の従事 ２０７人
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
 (１) 職員研修の実施状況（平成２２年度）

 (２) 勤務成績の評定の実施状況（平成２２年度）

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
 (１) 職員の健康診断の実施状況（平成２２年度）

 (２) 公務災害の発生状況（平成２２年度）

 (３) 福利厚生制度の状況（平成２２年度）

８　公平委員会に係る業務の状況（平成２２年度）

件数

１件

０件

０件

区分

勤務条件に関する措置要求

不利益処分に関する不服申立て

苦情処理

職務遂行中の負傷

健康診断の種類

人間ドック

年代別総合健康診断

PSA検査等各種検査

５人

５０６人

出張中の負傷

０件通勤中の負傷

０件

区分

公務災害の認定件数

災害件数

１件

受診者数

区分

岐阜県市町村職員共済組合

海津市役所職員互助会

概要

地方公務員共済組合法に基づき、職員と市において分担拠出する財源により、長期給付事
業（年金関係）、短期給付事業（医療関係）、福祉事業（健康診断、貯金、貸付、宿泊施
設利用助成等）を行っています。

職員互助会として会員（職員）の会費などで運営され、福利厚生事業の充実を図っていま
す。
会費　　給料月額の1,000分の5
　　※互助会に対し、平成18年度より公費負担はありません。

１０月１日、３月１日

全職員（休職・育児休業者は除く）

業績評価、態度評価、能力評価

救急救命士研修、消防学校研修、介護支援専門員研修、介護職員現任研修　等３８９人

岐阜県市町村職員研修センター、中央研修所における各種研修　等

４２２人 コンプライアンス研修、住民協働研修、説得力向上研修、管理職員級研修　等

２１９人

１，７９２人

備考

全職員を対象に、岐阜県市町村職員共済組
合が実施する健康診断費用助成事業を実施
し、健康管理に努めています。

延べ３５２人

評定の時期

評定の対象職員

評定項目等

専門研修

一般研修

研修区分 受講者数 研修内容

特別研修

派遣研修

情報セキュリティ研修、男女共同参画研修、人権・同和問題研修
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